
スト①＋②　（千円） 65,257 74,977 74,972

単位当たりコスト　（円） 2,502 2,996 3,025

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国民健康保険法に基づき実施しており、事業内容については変更できない。 令和３年度（令和３年１０月）からのオンライン資格確
被保険者証交付等の業務フローについても、法令等の改正に則して対応していく。 認等システムの開始に向けて、正確な資格情報の提供や

市民周知を実施していく中で、より適切で正確な事務執
行に努める。

※特定財源に伴う一般財源については、一般会計繰入金
を充当している部分である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
被保険者証の一斉更新については隔年で実施するため、事業費も隔年で増減する。
令和２年度は一斉更新の該当年度ではなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100301 国民健康保険適用適正化事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　国保年金資格係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）国民健康保険法、（国）高齢者の医療の確保に関する法律、（市）国民健康保険条例、（市）国民健康保

険条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市国民健康保険被保険者
対象

事業内容 国民健康保険法に基づき、被保険者からの届出内容を審査し、適正に資格記録を管理する。

・

活動手段

目的 国民健康保険の資格を適正に管理し、被保険者証を交付する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 東久留米市国民健康保険被保険者数（年度末日現在） 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

26,085 25,028 24,784

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 39,247 48,980 47,673

国 0 0 3,445

上記「事業費 特定財源 都 329 175 83

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 38,918 48,805 44,145
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 26,010 25,997 27,299

トータルコ



06,262 7,810,504 7,482,657

（実績額）」に その他 2,759,120 2,682,824 2,744,817

係る財源 特定財源に伴う一般財源 168,261 169,875 162,609
一般財源

一般財源 460,000 430,000 400,000

人件費（理論値）②　（千円） 42,981 38,384 44,148

トータルコスト①＋②　（千円） 11,736,864 11,131,910 10,866,604

単位当たりコスト　（円） 449,947 444,778 438,452

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国民健康保険法及関係法令に基づき実施しており、事業の内容は変更できない。一 国民健康保険法及び関連法に基づき実施しており、国民
方で、平成31年度においては、RPAを導入、令和2年度においては、高額療養費支給 健康法が目指す医療水準を達成している。
申請の一部簡素化を実施し、事務の効率化及び正確性の向上を図っ

　

た。 今後も国の動向を

令

注視し、財政運営の責

和

任主体である東
京都と

3

ともに引き続き適正事

年

業執行に努める。

効率

度

性 ３ 達成度 ３

説明
被保

事

険者数が減少している

務

一方で、事業費総額も

事

減少していることで単

業

位当たりコ
ストは、減

評

少傾向となっている。

価

今後についても、被保

表

険者数が減少傾向であ

(

ることに加え、年齢構

令

造上医療費が高
額にな

和

る高齢者の割合が大き

2

くなっているほか、平

年

成30年度からの広域

度

化に伴う都
支出金の経

振

過措置も徐々に廃止と

り

なり、依然として実質

返

的な単位当たりコスト

り

は増
加傾向となる。

)
新規/継続

事務事業名 100302 国民健康保険給付適正化事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　国民健康保険係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）国民健康保険法、（国）高齢者の医療の確保に関する法律、（市）国民健康保険条例、（市）国民健康保

険条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成23年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市国民健康保険被保険者
対象

事業内容 診療報酬明細書及び療養費等支給申請書を審査点検後、支払または保険給付を行うとともに、不当利得・第三者

・ 行為に係る返還請求などを行う。

活動手段

目的 被保険者がいつでも適切な保険診療が受けられる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保険給付を受けることができることとなった被保険者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

26,085 25,028 24,784

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 保険給付を受けることができることとなった被保険者数/国民健康保険被保険者数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 11,693,883 11,093,526 10,822,456

国 240 323 32,373

上記「事業費 特定財源 都 8,3



源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 34,031 25,997 26,727

トータルコスト①＋②　（千円） 46,571 38,528 39,021

単位当たりコスト　（円） 2,614 2,219 2,300

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
地方税法及び関連法令に基づき実施しており、それに則って適正な賦課を行ってい 国民健康保険制度を維持するための重要な財源確保事業
る。業務フローや制度については、法令等の改正に則して対応していく。 であり、制度改正等の情報を注視しつつ、今後も適正な

賦課に努めていく。

※特定財源に伴う一般財源欄については、一般会計繰入
金を充当している部分である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度については、地方税法及び関連法令に則り、効率的かつ適正に賦課を行
うことができており、目標が達成できたと考える。
令和３年度以降も各種法令に則り適正な賦課を行っていく。また、国民健康保険制
度が広域化され、都下の自治体の事

　

務の標準化・効率化の

令

検討を進めており、そ

和

の
検討結果に適切に対

3

応し、事務の効率性の

年

向上に努めていく。

度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100303 国民健康保険賦課適正化事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　国民健康保険係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）地方税法、（国）国民健康保険法、（市）国民健康保険税条例、（市）国民健康保険条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市国民健康保険被保険者
対象

事業内容 法令等に基づき、国民健康保険の世帯主に賦課資料を基に賦課する。必要に応じ所得調査等を実施し、適正な賦

・ 課に努める。

活動手段

目的 国民健康保険税の適正な賦課による公平な国民健康保険制度の運営

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 東久留米市国民健康保険被保険者世帯のうち、保険税が賦課されている件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

17,814 17,361 16,962

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 （賦課件数－賦課漏れ件数）／賦課件数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 12,540 12,531 12,294

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 12,540 12,531 12,294
一般財源

一般財



実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 420 4,620 4,802

人件費（理論値）②　（千円） 266 281 477

トータルコスト①＋②　（千円） 2,676 9,809 10,219

単位当たりコスト　（円） 642 387 412

目標達成率　（％） 94 101 94

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務フローについては、ICTや専用データベースシステムを活用し、実施している 引き続き保健事業を実施していくことで、被保険者の健
。 康増進を図る必要があることから現状維持とする。
平成31年度より糖尿病性腎症重症化予防事業、医療費通知を新規に実施したことに
伴い、保健事業を拡充したことから事務事業体系を見直している。
令和２年度では、保健事業を計画に実施していくための東久留米市第二期データヘ
ルス計画の中間評価を実施した。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
保健事業の成果の確認には、時間を要するものであるが、医療を受けた実績のある
被保険者が対象とな

　

る医療費通知の実施や

令

、ICTを活用した個

和

別性の高い情報提供
サ

3

ービスを実施すること

年

で、多くの被保険者が

度

保健事業を受けること

事

が出来ること
から引き

務

続き効率性を高めてい

事

く。
また、被保険者数

業

が減少する一方で、新

評

型コロナウイルス感染

価

症の影響により医療
費

表

通知発送件数がそれを

(

超える減少率であった

令

ことから目標値に対す

和

る実績値が落
ち込み達

2

成度は３となった。

年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100304 国民健康保険保健事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　国民健康保険係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）国民健康保険法、（市）国民健康保険条例、（市）国民健康保険特約保養施設設置規則、（市）国民健康

保険元気回復施設利用規則

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成31年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市国民健康保険被保険者
対象

事業内容 被保険者の方に対し、ジェネリック医薬品の案内、ICTを活用した個別性の高い情報提供サービス、入浴施設利

・ 用補助、糖尿病性腎症重症化予防事業、医療費通知などの各種保健事業を実施する。

活動手段

目的 被保険者の健康の保持、増進及び保健啓発

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保健事業を受けた被保険者数（延べ） 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

4,170 25,354 24,784

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 保健事業を受けた被保険者数（延べ）/国民健康保険被保険者数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 102

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 17 100 105

実績値 16 101 99

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,410 9,528 9,742

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,990 4,908 4,940

（



（千円） 44 43 45

単位当たりコスト　（円） － － －

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある ■ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
被保険者にかかる医療費・出産費の一時的な負担を軽減するための資金貸付事業で 国民健康保険法に基づき条例で実施する事業だが、現在
あるため、現行の事務事業を確実に実施することが必要であるが、一方で、実績を では高額療養費の現物給付、出産育児一時金の直接支払
踏まえ、定額基金における金額の減額などの制度改正余地がある。 制度が実施されていることもあり、貸付実績の無い年度

が続いている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
被保険者の経済状況や医療給付状況により変化することもあり令和2年度において
も貸付実績は無かった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100305 国民健康保険高額療養費等資金貸付事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　国民健康保険係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）国民健康保険法、（市）国民健康保険条例、（市）国民健康保険高額療養費等資金貸付基金条例、（市）

国民健康保険高額療養費等資金貸付条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市国民健康保険被保険者
対象

事業内容 医療費が高額になった被保険者又は、出産予定の被保険者の属する世帯の世帯主に対し、一定の資金を貸し付け

・ る。

活動手段

目的 医療費・出産費の負担を軽減し、被保険者の生活の安定を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 高額療養費、出産育児一時金の貸付を行った件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

0 0 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 貸付件数／貸付対象件数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 未実施 未実施 未実施

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 44 43 45

トータルコスト①＋②　



14,560 14,264
一般財源

一般財源 5,644 3,428 7,857

人件費（理論値）②　（千円） 13,896 11,512 14,309

トータルコスト①＋②　（千円） 33,654 29,500 36,430

単位当たりコスト　（円） 1,943 1,666 2,046

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令に基づいて実施しており、事業の内 持続可能な医療保険制度の構築に向けた国の動向に注視
容を変更することはできない。 して、引き続き適正な事業の執行に努める。
業務フローや制度については、法令等の改正に則して対応していく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
対象となる被保険者数は高齢化の進展に伴い増加している。被保険者証の一斉更新
を隔年で実施するため、事業費も隔年で増減する。平成31年は年次更新の年であり
、令和2年度が一斉更新にあたる。一斉更新にあたる令和2年度は、単位当たりコス
トが増加したため効率性は減少となった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100306 後期高齢者医療制度資格管理事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　高齢者医療係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)高齢者の医療の確保に関する法律、(広)東京都後期高齢者医療広域連合規約、(広)東京都後期高齢者医療広

域連合後期高齢者医療に関する条例、(市)東久留米市後期高齢者医療に関する条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 被保険者の資格異動の受付、限度額適用・標準負担額減額認定、基準収入額適用申請等に基づいて、被保険者証

・ 等を交付する。

活動手段

目的 被保険者に対して被保険者証等を交付することにより、被保険者が傷病の際に適切な療養の給付等を受けること

・ ができるようにする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 被保険者証交付人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

17,322 17,707 17,807

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 19,758 17,988 22,121

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 14,114



国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 1,541,956 1,503,139 1,602,718

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,062,359 1,158,208 1,233,881
一般財源

一般財源 2,591 2,338 2,532

人件費（理論値）②　（千円） 9,231 11,721 8,966

トータルコスト①＋②　（千円） 2,616,137 2,675,406 2,848,097

単位当たりコスト　（円） 151,030 151,093 159,943

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令に基づいて実施しており、事業の内 持続可能な医療保険制度の構築に向けた国の動向に注視
容を変更することはできない。 して、引き続き適正な事業の執行に努める。
業務フローや制度については、法令等の改正に則して対応していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
対象となる被保険者数、医療費とも高齢化の進展に伴い

　

増加している。
事業費

令

は増加したが被保険者

和

数も増加したため、単

3

位当たりコストに大き

年

な増減な
く、効率性に

度

変化なし。

事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100307 後期高齢者医療制度給付適正化事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　高齢者医療係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)高齢者の医療の確保に関する法律、(広)東京都後期高齢者医療広域連合規約、(広)東京都後期高齢者医療広

域連合後期高齢者医療に関する条例、(市)東久留米市後期高齢者医療に関する条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 高額療養費、療養費、高額介護合算療養費、葬祭費等の申請を受け付け、口座情報等の管理を行い、保険者であ

・ る広域連合より支給する。

活動手段

目的 被保険者が傷病の際に適切な療養の給付等を受けることができるようにする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 療養の給付等を受けることができる対象被保険者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

17,322 17,707 17,807

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 療養の給付等を受けることができる対象被保険者数／被保険者数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,606,906 2,663,685 2,839,131



,642

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 99,881 102,633 106,886
一般財源

一般財源 6,039 5,459 6,987

人件費（理論値）②　（千円） 8,685 9,157 13,075

トータルコスト①＋②　（千円） 295,717 301,735 321,905

単位当たりコスト　（円） 17,072 17,040 18,077

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令に基づいて実施しており、事業の内 持続可能な医療保険制度の構築に向けた国の動向に注視
容を変更することはできない。 して、引き続き適正な事業の執行に努める。
業務フローや制度については、法令等の改正に則して対応していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
対象となる被保険者数は高齢化の進展に伴い増加している。
負担金等は増加したが、被保険者数も増加しているため、効率性に変化なし。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100308 後期高齢者医療制度賦課適正化事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　高齢者医療係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (国)高齢者の医療の確保に関する法律、(広)東京都後期高齢者医療広域連合規約、(広)東京都後期高齢者医療広

域連合後期高齢者医療に関する条例、(市)東久留米市後期高齢者医療に関する条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 後期高齢者医療保険料の賦課のもととなる所得情報等の管理を行い、被保険者に対して納入通知書を送付する。

・

活動手段

目的 療養の給付等に充てる費用として、被保険者に適正な保険料を賦課する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 後期高齢者医療保険料賦課件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

17,322 17,707 17,807

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 後期高齢者医療保険料賦課件数／被保険者数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 287,032 292,578 308,830

国 4,050 0 315

上記「事業費 特定財源 都 177,062 184,486 194



241

トータルコスト①＋②　（千円） 2,563 3,197 2,411

単位当たりコスト　（円） 2,890 3,675 2,709

目標達成率　（％） 88 108 104

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令に基づいて実施している事業である 近隣市及び国民健康保険においても同様の事業が実施さ
が、その実施については努力義務である。しかし、人生１００年時代において健康 れており、利用者にとっての満足度は、高いと評価して
寿命の延伸の重要性に鑑み、被保険者の健康づくりのために積極的に取り組むこと いる。
が求められている。 令和2年度においては新型コロナウイルス感染症に伴う
被保険者の窓口申請に基づき利用券を発行している。 緊急事態宣言の発令等が利用件数、利用率に影響してい

ると考えられる。令和3年度においても引き続き新型コ
ロナウイルス感染症の影響を注視していく必要があると
考えられる。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
対象となる被保険者数は高齢化の

　

進展に伴い増加してい

令

る。利用券による補助

和

は定
額である。施設利

3
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年
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。
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事
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務
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事
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業

し、効率性は増加した
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。令和2年度において

価

は利用率、利用件数と

表

もに平成31
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(

回っており、新型コロ
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う緊急事態宣言の発令

2

の影響
であると考えら

年

れるが、達成度につい

度

ては変わりはない。
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振

た、平成31年度をも

り

って特約保養施設利用

返

補助を廃止したことに

り

伴い、全体の事
業費は

)

減少している。

新規/継続
事務事業名 100309 後期高齢者医療制度保健事業

継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 03 医療保険制度の運営

所管課係名 保険年金課　高齢者医療係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (広)東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例(市)東久留米市後期高齢者医療に関する条例(

市)東久留米市後期高齢者医療特約保養施設設置規則(市)東久留米市後期高齢者医療元気回復施設利用規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 元気回復施設の利用料の一部を補助するために利用券を交付する。

・

活動手段

目的 被保険者の健康の保持及び増進を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 元気回復施設利用券交付件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

887 870 890

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用券を用いて施設を利用した件数 単位 件

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 650

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 700 700 650

実績値 619 756 674

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 255 267 170

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 255 267 170

人件費（理論値）②　（千円） 2,308 2,930 2,


